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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 

▼高齢化の進展を見据えた地域包括ケアシステム※の推進 

介護保険制度は，創設から２０年が経過し，事業所数も増え，国全体のサービス利用者

は５５０万人に達するなど，高齢者の生活の支えとして定着してきました。 

そうした中で国は，いわゆる団塊の世代※すべてが７５歳以上となる２０２５（令和７）年

を見据え，高齢者が住み慣れた地域で，自らの能力に応じてできる限り自立して生活で

きるよう，医療，介護，介護予防※，住まいおよび自立した日常生活の支援を包括的に提

供する「地域包括ケアシステム」の強化を市町村に求めています。 

また，いわゆる団塊ジュニア世代※が６５歳以上となる２０４０（令和２２）年に向けては，

高齢者人口の増加，高齢者の独居世帯・夫婦のみ世帯の増加や認知症※の人の増加など

によって介護サービスの需要がさらに高まる一方で，現役世代が減少していくことから，

介護サービスの基盤整備とともに地域の高齢者介護を支える人材の確保が重要である

としています。 

こうした中で本村では，これまで地域包括ケアシステムの強化や地域での支え合い体制

の整備を重点事業に掲げて取り組んできました。 

 

▼地域共生社会の実現に向けた重層的支援体制※の整備 

国は，人口減少と高齢化が進み地域の課題やニーズも多様化する中で，制度・分野の枠

を超えて，人と人，人と社会が繋がり，一人ひとりが生きがいと役割を持ち，助け合いな

がら暮らせる「地域共生社会」の実現を掲げました。高齢者支援，障がい者支援や児童支

援，生活困窮者支援など各分野の相談や隙間となってしまっている個人や家庭の問題な

どを包括的に受け止め，適切な支援に結び付けることのできる「重層的支援体制」の整備

を推進することとしています。 

地域包括ケアシステムは，当初は高齢者支援を想定していましたが，医療と介護の連携

など，分野を超えたさまざまなニーズを包括的に支援する仕組みを重層的支援体制の基

盤として活用していくことも考えられます。 

 

▼本村における第８期計画の策定 

このような背景から「第８期東海村高齢者福祉計画・介護保険事業計画」は，介護保険

制度改革を含めた高齢者を取り巻く状況の変化や地域の実情，２０２５（令和７）年度や，

その先の２０４０（令和２２）年の将来の姿などを見据えた介護給付※等対象サービス提供

体制の確保と地域支援事業※の計画的な実施，地域包括ケアシステムの強化とともに，

地域共生社会の実現に向けた重層的支援体制の整備について関係組織と連携し，推進

していきます。 

  

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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２ 計画の位置づけと期間 

（１）根拠法令等 

本計画は，老人福祉法（昭和３８年７月１１日法律第１３３号）第２０条の８の規定による

「市町村老人福祉計画」，介護保険法（平成９年１２月１７日法律第１２３号）第１１７条の規

定による「市町村介護保険事業計画」を一体的に策定するものです。 
 

●高齢者福祉計画と介護保険事業計画の性格 

 
■高齢者福祉計画（老人福祉計画） 

高齢者を対象とする福祉サービス全般の供給体制の確保に関する計画です。 
 

■介護保険事業計画 

介護保険のサービスの見込量と提供体制の確保と事業実施について定める計画で

あり，介護保険料の算定基礎ともなります。さらに，要介護状態になる前の高齢者も

対象とし，介護予防※事業，高齢者の自立した日常生活を支援するための体制整備，

在宅医療と介護の連携，住まいの確保などについて定める計画です。 

 

（２）他の計画等との関係 

本計画は，本村のまちづくりの指針である「東海村第６次総合計画」の部門別個別計画

として位置づけ，国の基本指針や茨城県の「いばらき高齢者プラン２１」や「茨城県保健医

療計画」等との整合性を図るとともに，「東海村地域福祉計画」「東海村障がい者プラン」

など本村の高齢者の保健福祉に関わりのある諸計画との調和を図るものです。 
 

●高齢者福祉計画・介護保険事業計画と他の計画との関連性 

 

 

 

＜ 福祉部門 ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

東海村健康づくり推進計画 

東海村障がい者プラン 

東海村地域福祉計画 

 

東海村子ども・子育て支援事業計画 

東海村第６次総合計画 

東海村国民健康保険保健事業総合計画 

村立東海病院新改革プラン 

調和 

第８期 

東海村高齢者福祉計画 

・介護保険事業計画 

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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（３）計画期間 

本計画の計画期間は，２０２１（令和３）年度から２０２３（令和５）年度までの３年間とし

ます。 

また，団塊の世代※が後期高齢者となる令和７年までを見据えた中長期的な視点では，

地域包括ケアシステム※の推進期に位置しており，今後も３年ごとに見直し・改善を図る

予定です。 

 

●計画期間と目標 

 

 

  

年度
2018

H30

2019

R1

2020

R2

2021

R3

2022

R4

2023

R5

2024

R6

2025

R7

2026

R8

2030

R12

2035

R17

2040

R22

計画

期間

団塊の世代が後期高齢者に 団塊ジュニア世代が高齢者に

第７期計画
第８期計画

（本計画）
第９期計画 第10期以降

地域包括ケアシステムの構築・推進 地域共生社会の実現

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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～ 高齢者福祉とＳＤＧｓとの関係 ～ 

 

ＳＤＧｓとは「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称

です。ＳＤＧｓは２０１５年９月の国連サミットで採択されたもので，国連加盟１９３か国が２

０１６年から２０３０年の１５年間で達成するために掲げた目標です。 

ＳＤＧｓは，全ての関係者の役割を重視し，「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と

包摂性のある社会の実現を目指して，経済・社会・環境を巡る広範な課題に統合的に取り

組むもので，「すべての人に健康と福祉を」，「質の高い教育をみんなに」，「ジェンダー平

等を実現しよう」，「住み続けられるまちづくりを」，「平和と公正をすべての人に」などの

１７の目標と，これを達成するための１６９のターゲットを掲げています。 

「誰一人取り残さない」社会の実現というＳＤＧｓの理念は，年齢に関わらず，全ての人

が生きがいを持って，住み慣れた場所で安心して暮らすことのできる地域をつくるとい

う高齢者福祉の考え方と共通しています。 

以下の表にて，高齢者福祉と関連の強い目標とターゲットを整理し，高齢者福祉にお

ける考え方を示します。 

 

目標 高齢者福祉における考え方 

 

 福祉サービスの提供等において，十分な感染症対策を講じること

や，ＩＣＴの活用により接触を減らすことなどが必要です。 

 介護保険サービスなどが，必要な人に適切に提供されるよう，地域

資源を整備していくことが必要です。 

 

 全ての高齢者が，平等に社会保障サービスを受けられるように支援

していくことが必要です。 

 

 高齢者を含む交通弱者が，安心して利用できる交通環境づくりが必

要です。 

 災害時等に避難が困難な人を支援する体制を，地域に整備すること

が必要です。 

 

 高齢者の虐待等を無くすための取り組みや，発生した場合に適切に

養護することが必要です。 

 

 地域共生社会を実現するためには，行政や関係機関，住民の連携・協

働が必要です。 
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３ 計画の策定体制 

（１）高齢者福祉計画推進委員会 

本計画の策定にあたり，福祉・保健・医療分野の有識者及び学識経験者並びに公募に

よる被保険者代表等で構成する「東海村高齢者福祉計画推進委員会」において計画内容

を総合的に審議しました。 

 

（２）アンケート調査 

本村の高齢者の日常生活の状況，心身の状態，介護予防※に対する意識，在宅介護の

状況，福祉・介護保険事業に関する意見など，計画づくりの参考資料とし活用するため

に高齢者を対象としたアンケート調査を実施しました。 
 

▼調査対象・実施方法・実施時期 

区分 調査対象※１ 調査方法 実施時期 

①東海村介護予防・ 
日常生活圏域ニーズ調査 

本村の住民で，要介護１～５の認定を
受けていない６５歳以上の方 

郵 送 
令和２年 
２～３月 

②東海村在宅介護実態調査 
本村の住民で，要支援・要介護の認定
を受け，在宅で生活している方 

  郵 送 
令和２年 
２～３月 

③東海村在宅生活改善調査 本村の居宅介護支援事業所 
メ ー ル 
または， 
郵 送 

令和２年 
６～７月 

※１）基準日は令和２年１月１日現在    

 

▼配布回収の結果 

区分 配布数 有効回答数【率】 

①東海村介護予防・ 
日常生活圏域ニーズ調査 

１,５００件   ９８６件 【６５.７%】 

②東海村在宅介護実態調査   ６００件   ３１２件 【５２.０%】 

③東海村在宅生活改善調査    １２件     ８件 【６６.７%】 

 

 

（３）パブリックコメント※ 

本計画に対する村民の意見を広く聴取するために，一定期間を設け，計画案の内容等

を公表するパブリックコメントを実施しました。 

実施期間：令和３年１月２５日（月）～２月２４日（水） 

  

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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４ 計画の推進と進行管理 

本村では，庁内関係各課，保健医療・福祉・介護の関係者等との連携を図るとともに，す

べての村民の理解や協力を得ながら，地域包括ケアシステム※の実現に向けた施策・事業の

総合的な推進を図ります。 

 

（１）計画の推進体制等 

 

① 計画の周知と情報提供 

２０２１（令和３）年度からの計画の推進に当たり，村民に計画の内容を理解していた

だくことが重要であることから，「広報とうかい」や「東海村公式ホームページ」への掲

載などを通じて本計画の内容を周知します。 

また，村の介護保険事業，地域支援事業※及び高齢者支援事業等の具体的なサービ

ス内容についても，利用者，提供者の双方に的確な情報提供を図ります。 

 

② 関係機関との連携 

地域包括支援センター※，社会福祉協議会※，社会福祉関係団体，保健医療及び教育

関係機関等との連携を図り，介護保険サービスと福祉サービスの効果的な提供に努め

ます。 

また，介護保険サービス事業所と連携を強め，必要とされるサービスの確保に努め

ます。さらに，この計画が円滑に推進できるよう，国や県との緊密な連携に努めます。 

 

  

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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（２）計画の進行管理と見直し 

計画期間中，庁内各課の連絡調整を図りながら施策・事業の着実な実施に努めるとと

もに，東海村高齢者福祉計画推進委員会において進捗状況の報告を行い，そこで得られ

た意見等を次年度の計画推進に活かします。 

本計画の最終年度となる２０２３（令和５）年度には，２０４０（令和２２）年を見据えた長

期的な視点も踏まえて見直しを図り，新たな３か年計画（２０２４（令和６）年度から２０２６

（令和８）年度）を策定します。 

 

●進行管理のＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

 

●ＰＤＣＡサイクルの実施レベルと評価方法等 

レベル 評価等の方法 頻度 

施策・事業レベル 

事業の実施状況，事業の実績値，「今後の方針」に記載し

た内容の実行状況などから評価を実施し，施策・事業の内

容や手法等の見直し・改善を図ります。 

また，重点項目については，年度ごとに計画値を定めて

いることから，当該計画値の達成状況の点検と計画値達

成に向けた改善も併せて実施します。 

計画期間の

各年度に 

実施 

計画全体レベル 

重点項目の総括のほか，計画期間を通じて実施した施

策・事業の評価・見直し内容を踏まえ，総合的に実施しま

す。 

計画期間の

最終年度に

実施 

 

 

Ａ【Action】

（見直し、更新）

課題を明確にする

Ｄ【Do】

（施策・事業の実施）

Ｃ【Check】

（評価の実施）

Ｐ【Plan】

（計画や計画値の設定）

ＰＤＣＡ

サイクル

みんなで
知恵を出し合う
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第２章 東海村の高齢者を取り巻く状況 

１ 東海村の人口と世帯の状況 

（１）人口動態 

本村の人口はほぼ横ばいで推移していますが，６５歳以上人口は一貫して増加してお

り，令和２年では９,５９９人，高齢人口割合（高齢化率）は２５.０％となっています。 

その一方で，年少人口割合は減少傾向にあり，少子高齢化が進展している状況です。 

 

●東海村の人口推移  

 
 資料：住民基本台帳（各年１０月１日現在） 

 

本村の後期高齢者の構成比を年齢区分でみると，７５歳以上の割合，８５歳以上の割

合いずれも増加傾向にあります。 

 

●年齢区分別の高齢者数の推移  

 
 資料：住民基本台帳（各年１０月１日現在） 

 

  

5,944 5,861 5,677 5,591 5,455 

23,271 23,264 23,184 23,278 23,303 

9,159 9,268 9,446 9,524 9,599 

38,374 38,393 38,307 38,393 38,357 

15.5 15.3 14.8 14.6 14.2 

23.9 24.1 24.7 24.8 25.0 
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（％）（人）

（年度）

65歳以上

15-64歳

0-14歳

年少人口割合

高齢人口割合

4,927 4,785 4,670 4,500 4,422 

3,135 3,345 3,594 3,755 3,836 

1,097 1,138 1,182 1,269 1,341 

46.2 48.4 50.6 52.8 53.9 

12.0 12.3 12.5 13.3 14.0 
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（２）高齢者のいる世帯の状況 

本村では，高齢者のいる世帯数及び構成比ともに一貫して増加しており，平成２７年で

は，世帯総数の３８.０％にあたる５,５０２世帯に高齢者がいる状況です。 

また，高齢者独居世帯，高齢者夫婦世帯いずれについても，世帯数，割合ともに増加し

続けており，平成２７年では高齢者独居世帯は１,０２８世帯，高齢者夫婦世帯は１,６９０世

帯となっています。 

 

●東海村の世帯数の推移 

  平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年 

全 世 帯 数 
（一般世帯総数） 

 12,048 世帯 12,856 世帯 14,093 世帯 14,469 世帯 

  高齢者のいる世帯 3,059 世帯 3,928 世帯 4,861 世帯 5,502 世帯 

  （全世帯数に占める割合） (25.4%) (30.6%) (34.5%) (38.0%) 

   高齢者独居世帯 395 世帯 555 世帯 778 世帯 1,028 世帯 

   （高齢者のいる世帯に占める割合） (12.9%) (14.1%) (16.0%) (18.7%) 

    高齢者夫婦世帯※ 615 世帯 900 世帯 1,265 世帯 1,690 世帯 

   （高齢者のいる世帯に占める割合） (20.1%) (22.9%) (26.0%) (30.7%) 

※高齢者夫婦世帯は，夫６５歳以上妻６５歳以上の世帯としている 資料：国勢調査(各年１０月１日現在) 

 

国及び茨城県と比較してみると，高齢者のいる世帯の割合は国及び県の数値を下回っ

ており，本村では高齢者がいる世帯が相対的に少ない状況にあると言えます。 

高齢者のいる世帯の内訳について比較してみると，高齢者独居世帯の割合は，国及び

県の水準よりも低い一方，高齢者夫婦世帯の割合は国及び県の水準を上回っています。 

●東海村と国・茨城県の高齢者のいる世帯数・構成比（平成２７年） 

  国 茨城県 東海村 

全 世 帯 数 
（一般世帯総数） 

  53,331,797 世帯 1,122,443 世帯 14,469世帯 

  高齢者のいる世帯  21,713,308 世帯 493,718 世帯 5,502世帯 

  （全世帯数に占める割合）  (40.7%) (44.0%) (38.0%) 

 
➢ 「高齢者のいる世帯」の内訳 

 
 資料：国勢調査（各年１０月１日現在） 

27.3 20.3 18.7 

24.2 
22.5 30.7 

48.5 
57.2 50.6 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

国 茨城県 東海村

(％)

その他の高齢者世帯

高齢者夫婦世帯

高齢者独居世帯

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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２ 東海村の介護保険事業の状況 

（１）被保険者数の推移 

本村の介護保険被保険者総数（住民基本台帳ベースの概数）は増加傾向にあり，令和

２年では２２,８９５人となっています。 

被保険者の種類別にみると，いずれの年も第２号被保険者※（４０-６４歳）が第１号被保

険者※（６５歳以上）の数を上回っています。 

 

●東海村の介護保険被保険者数の推移  

 
 資料：住民基本台帳（各年１０月１日現在） 

（２）要支援・要介護認定※者数の推移 

本村の認定者数は増加傾向にあり，年齢別にみると，７５歳以上の後期高齢者の割合

が９割近くを占めています。 

認定率については，第１号被保険者の認定率は増加傾向，第２号被保険者の認定率は

横ばいで推移しています。 

 

●東海村の要支援・要介護認定者数の推移（年齢別）  

 
資料：介護保険事業状況報告（各年９月末日現在） 

  

22,033 22,242 22,480 22,721 22,895 

9,159 9,268 9,446 9,524 9,599 

12,874 12,974 13,034 13,197 13,296 

0
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10,000

15,000

20,000

25,000

2016年

平成28年

2017年

平成29年

2018年

平成30年

2019年

令和元年

2020年

令和2年

（人）

（年度）

被保険者総数

65歳以上

（第1号被保険者）

40-64歳

（第2号被保険者）

26 27 29 25 29 

154 158 149 151 149 

1,107 1,128 1,166 1,265 1,308 

1,287 1,313 1,344
1,441 1,486

13.8 13.9 13.9 14.9 15.2 

0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 

-110.0

-100.0

-90.0

-80.0

-70.0

-60.0

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2016年

平成28年

2017年

平成29年

2018年

平成30年

2019年

令和元年

2020年

令和2年

（％）（人）

（年度）

75歳以上

（第1号被保険者）

65-74歳

（第1号被保険者）

40-64歳

（第2号被保険者）

第1号被保険者認定率

第2号被保険者認定率

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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要介護度別にみると，要支援２から要介護４までが増加傾向にあり，特に要介護１が大

きく増加しています。 

要介護３以上が占める割合はほぼ横ばいで推移しており，全体の４割程度となってい

ます。 

   

●東海村の要支援・要介護者数の推移（要介護度別）  

 
資料：介護保険事業状況報告（各年９月末日現在） 

 

 

141 139 133 101 110

136 151 149
142 157

242 264 296 326 338

246 217 220 275
266
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占める割合
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（３）介護給付※費の推移 

本村の介護保険サービス給付費は，平成２６年度以降減少傾向で推移していましたが，

平成２９年度には増加傾向に転じ，平成３０年度は１９億１千２百万円となっています。 

 
●東海村の介護給付費の推移（予防給付※・介護給付※別）  

 
 資料：介護保険事業状況報告 

 

サービス区分別にみると，平成３０年度において，施設サービス※，居住系サービスの

給付費は前年度から増加していますが，在宅サービス※の給付費は減少しています。  

給付費の構成比をみると，施設・居住系サービス給付費の構成比はほぼ横ばいであり，平

成３０年度では４５.８％となっています。 
 

●東海村の介護給付費の推移（サービス区分別）  

 
・居住系サービスは，特定施設入居者生活介護（地域密着型含む），認知症対応型共同生活介護を含む。 

・施設サービスには地域密着型介護老人福祉施設を含む。 
資料：介護保険事業状況報告 

 

  

69,281 78,330 52,470 24,254 22,680 

1,866,557 1,853,577 1,826,092 1,876,804 1,889,359 

1,935,838 1,931,907 1,878,562 1,901,058 1,912,039 

2.6
▲ 0.2

▲ 2.8

1.2 0.6

-50.0
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(％)（千円）

（年度）

介護給付

（要介護1～5）

予防給付

（要支援1・2）

前年度伸び率

1,037,870 1,038,796 985,936 1,043,192 1,036,869 

128,871 128,677 118,988 121,765 125,170 

769,098 764,435 773,638 736,101 750,000 

1,935,838 1,931,907 1,878,562 1,901,058 1,912,039 

46.4 46.2 47.5 45.1 45.8 
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0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000
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2016年
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平成30年

（％）（千円）

（年度）

施設サービス

居住系サービス

在宅サービス

施設・居住系サービス

の割合

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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３ アンケート調査等にみる村の現状 

アンケート調査結果から，本村の高齢者の意識や生活状況，高齢者福祉・介護などに

関する現状をまとめました。 

 

なお，アンケート調査結果については，各調査（の回答者）を識別できるよう， 

 

① 介護予防※・日常生活圏域ニーズ調査 ・・・・・・  

② 在宅介護実態調査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

③ 在宅生活改善調査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

とそれぞれ表記します。 

 

（１）生活における不安や悩み 

① 日常生活における不安や悩み，心配ごと 

 
資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

38.4 

36.0 

33.6 

14.2 

13.1 

12.8 

11.6 

10.8 

9.5 

4.6 

3.5 

2.8 

20.8 

11.1 

0 10 20 30 40

認知症にならないか心配

歩けなくなるなど基礎体力の低下が心配

地震や火災などの災害の起きたときが心配

判断能力が衰えたときの契約や財産の管理が心配

外出時の転倒や事故が不安

食事づくりや買い物が大変

掃除・洗濯などの家事が大変

体調がすぐれない、病気がち

生活のための収入が足りない

子どもや孫のことが心配

頼れる人がおらず一人きりであること

その他

特にない

無回答

(%)

○日常生活における，不安，悩み，心配ごとについて尋ねたところ，「認知症※になら

ないか心配」が３８.４％で最も多く，以下，「歩けなくなるなど基礎体力の低下が

心配」が３６.０％，「地震や火災などの災害の起きたときが心配」が３３.６％などと

なっています。  

一般高齢者 

在宅要介護者 

在宅継続困難者 

一般高齢者 

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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② 介護が必要になったときに不安なこと 

 
資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

 

 

  

73.0 

58.0 

47.5 

32.6 

15.1 

11.1 

4.9 

1.1 

9.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

家族に負担をかけること

身体機能の低下

認知機能の低下

経済的なこと

介護サービスの知識がないこと

介護してくれる家族がいないこと

相談できる相手がいないこと

その他

無回答

(%)

○将来，介護が必要となったときに，不安なことを尋ねたところ，「家族に負担をかけ

ること」が７３.０％で最も多く，以下，「身体機能の低下」が５８.０％，「認知機能の低

下」が４７.５％などとなっています。 

一般高齢者 
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（２）介護予防※事業について 

① 利用したい介護予防の活動メニュー 

 
資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

  

38.3 

29.8 

28.9 

21.0 

12.8 

10.2 

9.5 

6.9 

6.6 

6.1 

4.0 

1.7 

29.0 

6.6 

0 10 20 30 40

運動教室

転倒予防教室

認知症予防教室

健康教室

低栄養予防サービス

口腔健康教室

健康相談

フットケアサービス

うつ予防教室

閉じこもり予防サービス

訪問指導

その他

特にない

無回答

(%)

○介護が必要な状態になることを予防するための教室や講座などのうち，実際に利用

したいと思うものを尋ねたところ，「運動教室」が３８.３％で最も多く，以下，「転倒予

防教室」が２９.８％，「認知症予防教室」が２８.９％などとなっています。 

一般高齢者 

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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② 参加の妨げになること 

 
資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

 

③ 介護予防※のための通いの場（シルバーリハビリ体操）の参加頻度 

 
資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

40.0 

28.5 

23.1 

20.5 

19.0 

15.5 

13.9 

3.5 

4.5 

12.0 

0 10 20 30 40 50

事業のことを知らない

交通手段がない

一緒に参加する人（仲間）がいない

開催場所が遠い

自分には必要ない・関係ないと考えている

興味がない

参加するのに気が引ける・恥ずかしい

事業名のイメージが悪い（ネーミングが悪い）

その他

無回答

(%)

週４回以上

0.5%

週２～３回

2.9%
週１回

5.0%

月１～３回

4.9%

年に数回

2.6%

参加していない

72.5%

無回答

11.6%

○高齢者が介護予防事業に参加する上での妨げや障害になることは何かを尋ねたと

ころ，「事業のことを知らない」が４０.０％で最も多く，以下，「交通手段がない」が２

８.５％，「一緒に参加する人（仲間）がいない」が２３.１％などとなっています。 

○介護予防のための通いの場にどれくらいの頻度で参加しているかを尋ねたところ，

全体の１５.９％が活動に参加しており，参加頻度としては「週１回」が５.０％で最も多

くなっています。 

○一方，７２.５％は「参加していない」と回答しています。 

一般高齢者 

一般高齢者 

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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（３）充実感や生きがいを感じること 

 
資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

 

  

56.5 

48.2 

35.6 

35.3 

34.7 

33.7 

32.4 

28.7 

20.9 

14.6 

13.7 

12.6 

9.0 

8.7 

5.3 

4.2 

2.7 

5.6 

1.8 
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テレビ・ラジオ・新聞・読書

子や孫の成長を見守ること

ショッピング、買い物

園芸･手芸･囲碁･将棋などの趣味の活動

旅行やレジャー

ウォーキング等のスポーツ・レクリエーション

近所や友だちとのつきあい

家族との団らん

働くこと

パソコン、インターネット

学習や教養を高めるための活動

ボランティア活動

町内会、自治会の活動

ペットの世話

サロンへの参加

特技や技術を生かした創作・伝承活動

その他

特にない

無回答

(%)

○どのようなことに充実感や生きがいを感じているかを尋ねたところ，「テレビ・ラジオ・

新聞・読書」が５６.５％で最も多く，以下，「子や孫の成長を見守ること」が４８.２％，「シ

ョッピング，買い物」が３５.６％，「園芸･手芸･囲碁･将棋などの趣味の活動」が３５.３％

などとなっています。 

一般高齢者 
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（４）地域や近隣とのかかわりについて 

① 地域活動への参加希望 

【企画・運営者としての参加希望】 【参加者としての参加希望】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

 

② 近隣の方にしてあげたい手助け 

 

資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

是非参加したい

1.8%

参加しても

よい

27.5%

参加したく

ない

57.5%

既に参加している

7.6%

無回答

5.6%

是非参加したい

8.4%

参加しても

よい

42.4%

参加したく

ない

33.5%

既に参加している

10.0%

無回答

5.7%

48.3 

34.2 

29.6 

26.9 

25.4 

24.3 

24.2 

11.4 

6.6 

4.5 

0 10 20 30 40 50 60

安否確認の声かけ

話し相手や相談相手

災害時の避難の手助け

具合が悪いときの病院等への連絡

ちょっとした買い物

緊急時の家族への連絡

ゴミ出し

通院の送迎や外出の手助け

家事の手伝い

手助けしてあげたいとは思わない

(%)

○地域住民による活動に企画・運営者として参加してみたいかを尋ねたところ，「参加

したくない」が５７.５％で最も多く，以下，「参加してもよい」が２７.５％，「既に参加し

ている」が７.６％となっています。 

○参加者として参加してみたいかを尋ねたところ，「参加してもよい」が４２.４％で最も

多く，以下，「参加したくない」が３３.５％，「既に参加している」が１０.０％となってい

ます。 

○今後，近隣の方にしてあげたい手助けについて尋ねたところ，「安否確認の声かけ」

が４８.３％で最も多く，以下，「話し相手や相談相手」が３４.２％，「災害時の避難の手

助け」が２９.６％などとなっています。 

一般高齢者 

一般高齢者 
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③ 近隣の方とのつながりはあるか 

 
資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

 

  

とても感じる

8.0%

まあまあ

感じる

45.0%

あまり

感じない

28.5%

感じない

8.9%

無回答

9.5%

○住んでいる地域には，近隣のつながりがあると感じるか尋ねたところ，つながりを感

じる（「とても感じる」＋「まあまあ感じる」）が５３.０％を占めています。 

○３７.４％の方が近隣のつながりを感じない（「あまり感じない」＋「感じない」）と回答

しています。 

一般高齢者 
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（５）生活に必要なサービス 

① 自立した生活のために必要な支援・サービス 

 
資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

 

② 在宅生活の継続に必要な支援・サービス 

 
資料：東海村在宅介護実態調査（令和元年度） 

39.2 

37.9 

35.1 

31.4 

29.3 

27.5 

25.1 

15.7 

11.3 

10.8 

9.9 

7.8 

1.4 

0 10 20 30 40 50

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

食事の宅配サービス

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

買い物（宅配は含まない）

見守り、声かけ

掃除・洗濯

調理

無回答

特にない

サロンなどの定期的な通いの場

わからない

その他

(%)

22.4 

19.2 

13.8 

12.8 

12.5 

11.9 

11.2 

5.1 

4.5 

2.2 

38.1 

19.2 

0 10 20 30 40 50

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

外出同行（通院、買い物など）

配食

掃除・洗濯

ゴミ出し

買い物（宅配は含まない）

見守り、声かけ

調理

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特にない

無回答

(%)

○住み慣れた地域において，在宅で自立した生活を続けていくために，必要になると思

う支援やサービスを尋ねたところ，「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」が３９.２％

で最も多く，以下，「食事の宅配サービス」が３７.９％，「ゴミ出し」が３５.１％などとな

っています。 

○今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスを尋ねたところ，「移送サービス

（介護・福祉タクシー等）」が２２.４％で最も多く，以下，「外出同行（通院，買い物など）」

が１９.２％，「配食」が１３.８％などとなっています。 

○なお，３８.１％は「特になし」と回答しています。 

一般高齢者 

在宅要介護者 



◆第２章 東海村の高齢者を取り巻く状況◆ 

- 23 - 

（６）認知症※施策について 

① 認知症に関する相談窓口の認知度 

 
資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

 

② 認知症に関する取り組みの認知度 

 

資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

 

  

はい

35.0%

いいえ

62.7%

無回答

2.3%

32.4 

17.2 

16.2 

14.2 

10.9 

10.6 

7.2 

5.6 

5.2 

3.7 

1.5 

1.4 

2.1 

38.3 

14.6 

0 10 20 30 40

認知症に関する相談

認知症予防教室「ゾテリア東海」

認知症予防の出前講座

認知症サポーター養成講座

認知症カフェ「village Bird」

成年後見制度利用支援事業

認知症高齢者声かけ訓練

認知症ガイドブック（ケアパス）配布

認知症スクリーニング検査・もの忘れ検診

あんしん・おかえりネットワーク

おかえりマーク

認知症初期集中支援チーム

その他

何も知らない

無回答

(%)

○認知症に関する相談窓口の認知度を尋ねたところ，「はい」が３５.０％，「いいえ」が

６２.７％で「いいえ」の方が多くなっています。 

○村が行っている認知症に関する取り組みについて知っているものを尋ねたところ，

「認知症に関する相談」が３２.４％で最も多く，以下，「認知症予防教室「ゾテリア東

海」」が１７.２％，「認知症予防の出前講座」が１６.２％などとなっています。 

一般高齢者 

一般高齢者 

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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③ 認知症※に関する取り組みへの参加の有無 

 
資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

 

  

ある

15.2%

ない

78.1%

無回答

6.7%

○これまでに，認知症に関する取り組みに参加若しくは利用したことがあるかを尋ね

たところ， １５.２％が「ある」，７８.１％が「ない」と回答しており，「ない」のほうが多く

なっています。 

一般高齢者 

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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（７）介護が必要になったとき生活したい場所 

 
資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

 

  

63.6 

39.1 

17.7 

4.6 

2.1 

10.5 

0 10 20 30 40 50 60 70

自宅

介護保険施設（特別養護老人ホーム等）

介護保険施設以外の高齢者住宅や

有料老人ホーム等

子など親族の家

その他

無回答

（％）

○将来，介護が必要となったとき，どこで生活したいと考えているかを尋ねたところ，

「自宅で生活したい」が６３.６％で最も多く，以下，「介護保険施設（特別養護老人ホー

ム等）で生活したい」が３９.１％，「介護保険施設以外の高齢者住宅や有料老人ホーム

等で生活したい」が１７.７％，「子など親族の家で生活したい」が４.６％となっていま

す。 

一般高齢者 
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（８）力を入れてほしい保健福祉政策 

 
資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

 

  

48.1 

41.0 

39.4 

31.5 

30.4 

29.7 

29.6 

29.4 

29.4 

28.4 

21.4 

20.0 

18.5 

18.0 

17.5 

16.3 

14.9 

13.1 

12.3 

10.3 

5.8 

4.1 

1.2 

3.8 

4.8 

0 10 20 30 40 50

在宅で介護している方への支援

一人暮らし高齢者に対する見守り支援

介護保険の在宅サービスの充実

健康管理

寝たきりの高齢者に対する支援

介護予防

認知症高齢者に対する支援の充実

所得の低い方への経済的支援

介護保険の施設サービス（特別養護老人ホーム等）

生きがいづくり支援

高齢者の身近な居場所の確保

住みやすい住宅への支援

親の介護と育児の負担が重なる家庭への支援

介護保険以外の在宅サービスの充実

介護事業者のサービスの質の確保のための支援

地域の相談窓口である地域包括支援センターの充実

疾病予防

介護事業者の指導・監督

高齢者虐待への対応の強化

判断能力が低下した際の契約や財産管理等の支援

就労支援

子どもたちと交流する機会の確保

その他

特にない

無回答

(%)

○高齢者の保健福祉施策として，村に力を入れてほしいと思うものを尋ねたところ，「在

宅で介護している方への支援」が４８.１％で最も多く，以下，「一人暮らし高齢者に対す

る見守り支援」が４１.０％，「介護保険の在宅サービス※の充実」が３９.４％，などとなっ

ています。 

一般高齢者 

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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（９）介護と仕事の両立について 

① 介護のための離職の有無 

 
資料：東海村在宅介護実態調査（令和元年度） 

 

② 就労別の利用している介護保険サービス 

 
資料：東海村在宅介護実態調査（令和元年度） 

8.6 

2.3 

1.1 

1.7 

63.8 

4.6 

20.1 

0 10 20 30 40 50 60 70

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転

職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

わからない

無回答

(%)

40.5 

44.4 

44.6 

16.2 

8.3 

8.4 

8.1 

11.1 

4.8 

35.1 

36.1 

42.2 

0 20 40 60 80 100

フルタイム勤務

パートタイム勤務

働いていない

通所系・短期系のみ 訪問系を含む組み合わせ 訪問系のみ 未利用

(%)

○家族や親族の中で，介護を理由に過去１年間で仕事を辞めた方がいるか尋ねたとこ

ろ，「「辞めた・転職した」という回答は，あわせて１３.７％で，そのうち「主な介護者が

仕事を辞めた（転職除く）」が８.６％で最も多くなっています。 

○なお，６３.８％は「介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない」と回答しています。 

○現在利用している介護保険サービスについて尋ねたところ，働いていない介護者と比

べて，働いている介護者のほうが，訪問系サービス（自宅で受ける介護保険サービス）

の利用率が高い傾向にあります。 

在宅要介護者 

在宅要介護者 
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（１０）在宅生活継続について 

① 在宅生活の継続が難しくなっている理由 

【本人の状態による理由】 【本人の意向による理由】 

 
 

 

 

【家族介護者の意向による理由】  

 

 

資料：東海村在宅生活改善調査（令和２年度） 

67.2 

58.6 

53.4 

24.1 

13.8 

3.4 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80

認知症の症状の悪化

必要な身体介護の増大

必要な生活支援の発生･増大

その他､本人の状態等の悪化

医療的ケア･医療処置の必要性

の高まり

本人の状態等の改善

該当なし

無回答

(%)

43.1 

22.4 

15.5 

15.5 

13.8 

6.9 

12.1 

3.4 

0 10 20 30 40 50

生活不安が大きいから

本人が､一部の居宅ｻｰﾋﾞｽの

利用を望まないから

費用負担が重いから

その他､本人の意向等が

あるから

居住環境が不便だから

本人が介護者の負担の軽減を

望むから

該当なし

無回答

(%)

60.3 

27.6 

17.2 

13.8 

12.1 

10.3 

6.9 

5.2 

0 20 40 60 80

介護者の介護に係る

不安･負担量の増大

家族等の介護等技術では

対応が困難

本人と家族等の関係性に課題

があるから

その他､家族等介護者の意向等

があるから

家族等の就労継続が

困難になり始めたから

費用負担が重いから

介護者が､一部の居宅ｻｰﾋﾞｽの

利用を望まないから

該当なし

(%)

○現在，在宅でサービスを受けているが，現状のサービス利用では在宅生活を継続する

ことが難しいと感じている方に，その理由を尋ねたところ，本人の状態による理由で

は「認知症※の症状の悪化」，本人の意向による理由では「生活不安が大きいから」，家

族介護者の意向による理由では「介護者の介護に係る不安・負担量の増大」が最も多

く挙げられています。 

在宅継続困難者 

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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② 在宅で暮らし続けるために重要なこと 

 
資料：東海村介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和元年度） 

 

 

  

55.7 

51.9 

32.7 

31.4 

21.6 

21.0 

16.6 

13.6 

13.0 

7.2 

6.8 

0.4 

2.4 

10.6 

0 20 40 60

往診してくれる医療機関

介護してくれる家族等

いつでも訪問して身の回りの世話をしてくれるサービス

介護者の負担を軽くする仕組み

安心して住み続けられる住まい

食事や日用品などの宅配サービス

見守りや手助けしてくれる人

必要な時に宿泊できる施設

体の状態を維持改善できるサービス

気軽に立ち寄って話や相談ができる場所

安否状態を誰かに知らせてくれる仕組み

その他

特にない

無回答

（％）

○在宅で暮らし続けるために特に重要だと思うことを尋ねたところ，「往診してくれる

医療機関」が５５.７％で最も多く，以下，「介護してくれる家族等」が５１.９％，「いつで

も訪問して身の回りの世話をしてくれるサービス」が３２.７％，「介護者の負担を軽く

する仕組み」が３１.４％，「安心して住み続けられる住まい」が２１.６％などとなってい

ます。 

(%) 

一般高齢者 
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４ 東海村の高齢者を取り巻く主な課題及び今後の展望 

課題１ 介護予防※事業の推進 

 

 

本村の要支援・要介護認定※者の全体数は年々増加しているが，介護度別にみる

と，要支援認定者の割合は減少傾向，要介護認定者の割合は増加傾向にあります。 

アンケートによると，介護が必要になったとき不安なことでは，「家族に負担をか

けること」，「身体機能の低下」，「認知機能の低下」が上位に挙げられています。 

アンケート結果(１)②  

要介護状態となることや，要介護状態が重度化することを防ぐには，高齢者自身

が介護予防に取り組むことが重要です。 

介護予防教室の内容では「運動教室」や「転倒予防教室」，「認知症※予防教室」等

の関心が高いものの，介護予防のための通いの場について，週１回以上の定期的な

参加率は８％程度であり，参加の促進が課題となっています。 

アンケート結果(２)①，(２)③  

介護予防教室への参加の妨げになる理由として，「事業のことを知らない」が最

も多く，次いで「交通手段がない」，「一緒に参加する人がいない」が上位に挙げられ

ています。地域に出向き介護予防講座や教室を実施することにより，理解と予防の

取り組みが地域に広がっていくよう，さらに働きかけていきます。また，高齢者にと

って交通手段の確保は重要な問題であることから，自家用車がなくても移動でき

るまちづくりに向けて，今後も関係課及び関係機関等と連携し，情報を共有し合い

支援に努めていきます。アンケート結果(２)②  

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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課題２ 高齢者の社会参加と生きがいづくり 

アンケートによると，充実感や生きがいを感じることとして，「テレビ・ラジオ・新

聞・読書」，「子や孫の成長を見守ること」，「ショッピング，買い物」，「園芸・手芸・囲

碁・将棋などの趣味の活動」等が挙げられました。アンケート結果(３)  

生きがいとするものは人によってさまざまであるため，その人に合った生きがい

づくりの支援が求められます。 

また，地域活動への参加者としての参加希望を尋ねたところ，１割の方は既に参

加しており，５割程度の方に参加の意思がありました。アンケート結果(４)①  

地域活動などの社会参加は，高齢者の生きがいとなるだけでなく，閉じこもりの

防止や健康増進等の効果が期待できます。 

高齢者の社会参加を促進させるためには，高齢者が参加しやすい活動体制を整

えることや，活動内容の周知が必要です。地域活動の担い手不足の問題もあること

から，担い手の発掘や育成も課題といえます。 

健康づくりや趣味等の活動を行って，地域づくりを進めることは重要であり，地

域活動に参加するきっかけづくりや自分に合った地域活動を見つけるための支援，

地域活動の充実を図り，生きがいづくりにつながる支援を行います。 
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課題３ 地域共生社会の実現に向けた包括的支援 

 

 

近隣の人にしてあげたい手助けとして，「安否確認の声かけ」や「話し相手や相談

相手」等が多く挙げられました。しかし，近隣とのつながりの有無について尋ねた場

合では，３割以上の方がつながりを感じていないと回答しています。 

アンケート結果(４)②③  

独居の高齢者が増加しているなか，近隣とのつながりが希薄になると，高齢者が

社会的に孤立してしまう恐れがあります。孤立を防ぎ，地域社会とのつながりを維

持するためには，公的サービスによる補助だけではなく，見守りなどといった地域

住民同士の助け合いが重要です。 

小学校区を単位とした支援体制については，各地域の温度差も大きいため，先

行地区等の活動状況等情報提供を行っていきます。また，自治会単位など，より狭

義での地域協力体制も視野に入れ考えていきます。 

日常生活における不安や悩みごとでは「認知症※にならないか心配」，「歩けなく

なるなど基礎体力の低下が心配」，「地震や火災などの災害の起きたときが心配」

が上位に挙げられました。アンケート結果(１)①  

在宅生活を続けていくための支援・サービスでニーズが高かったものは，一般の

高齢者では「移送サービス」，「食事の宅配サービス」，「ゴミ出し」であり，在宅の要

介護高齢者では「移送サービス」，「外出同行（通院，買い物など）」，「配食」でした。

アンケート結果(５)①，(５)②  

地域で暮らす高齢者が必要とする支援の種類は多岐にわたりますが，その中で

も，「移送」，「配食」へのニーズが高いことが分かりました。これらのニーズに対応し

た，切れ目のない支援を行うための制度の構築が課題となっています。 

さらに，多様なニーズに対して包括的に支援できるよう，総合的な相談や支援体

制の整備と機能の強化が重要であることから，第８期計画期間中に地域包括支援

センター※を中学校区ごとの日常生活圏域に分け２か所整備する予定です。 

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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課題４ 認知症※施策の推進 

 

  

アンケートによると，要介護者本人の状態が原因で在宅介護の継続が難しくな

っている理由として，「認知症の症状の悪化」が多く挙げられています。 

アンケート結果(１０)①  

このように，認知症による悩みを抱えている方は多いですが，６割以上の方が

認知症相談窓口の存在を認知しておらず，４割程度の方が認知症に関する村の

取り組みを一つも知らないと回答しています。アンケート結果(６)①，(６)②  

また，８割程度の方が上記の取り組みに参加していません。 

アンケート結果(６)③  

認知症は早期の対応により，予防や重度化の緩和が期待できるため，相談窓

口や認知症予防事業のさらなる周知を行います。 

幅広い世代のサポーターを増やすため，質の向上を目的とした勉強会を継続

的に実施していくとともに，サポーターが実際に活躍できる場を設けていく必要

があります。 

あわせて，認知症の方やその介護者の方への支援体制の整備を行い，認知症

になっても自分らしく生きることができる地域社会を構築することが必要です。 

重点的な認知症施策として，「早い段階からのサポートの仕組みづくり」が重要

であるため，認知症初期集中支援チームの周知や関係機関との連携を図り早期

発見・早期対応となるケースを増やしていきます。 

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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課題５ 在宅介護支援 

 

 

アンケートによると，介護が必要になったときに生活したい場所として，「自

宅」が最も多く挙げられています。アンケート結果(７) 

村に力を入れてほしい保健福祉施策では，「在宅で介護している方への支援」

のニーズが最も高いことからも，在宅介護への支援が課題と考えられます。  

アンケート結果(８)  

また，介護のために離職や転職を余儀なくされる方もいるため，仕事と介護の

両立に向けた支援の充実や，支援についてのわかりやすい情報提供が必要で

す。アンケート結果(９)①  

介護者が就労している家庭で訪問系サービスの利用が多かったことから，在

宅介護と仕事の両立へ向けた支援として，質の高い居宅サービス※を確保するこ

とや，特に訪問系サービスをさらに充実させることが考えられます。 

アンケート結果(９)②  

医療や介護を受けながら在宅生活を続けるためには「往診してくれる医療機

関」が重要だと感じている方が多く，介護と医療の連携を進めることも必要で

す。アンケート結果(１０)②  

多職種の顔の見える関係づくり等，介護と医療の連携を進めるとともに，在宅

療養について，専門職の役割を知らない住民も多いため，業務の役割の周知や

普及啓発に努めていきます。 

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 東海村の高齢者数等の将来推計 

（１）人口と高齢者数の推計 

国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口によると，本村の人口は減少局面にあ

り，計画期間の最終年となる２０２３（令和５）年度の総人口は２０２０（令和２）年度から４

３２人減少する３７,１２５人と推計されています。 

一方，高齢者人口は増加傾向で推移し，２０２３（令和５）年度では６５歳以上（第１号被

保険者※）人口が９,６３５人になると推計されています。それに伴い，高齢化率は上昇し，

２０２３（令和５）年度では２０２０（令和２）年度から０.６ポイント増の２６.０％と推計され

ています。 

 

●人口と高齢化率の推計 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

・地域包括ケア「見える化」システムによる補正値 

・数値は全て２０１５年までの国勢調査から推計したもの 

 

また，２０２５（令和７）年度においては，総人口は３６,８３７人，高齢者人口は９,６８７人，

高齢化率は２６.３％となり，２０４０（令和２２）年度では，総人口は３３,０９９人，高齢者人

口は１１,３６５人，高齢化率は３４.３％に達すると推計されています。  
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※のある語句は巻末に用語解説あり 
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●東海村の年齢区分別人口の推移と推計 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

・地域包括ケア「見える化」システムによる補正値 

・数値は全て２０１５年までの国勢調査から推計したもの 

 

（２）被保険者数の推計 

介護保険被保険者数の推計では，被保険者総数については２０２５年度まで増加しま

すが，その後は減少傾向になるとされています。 

第１号被保険者※，第２号被保険者※数の推計では，第１号被保険者数は増加傾向，第２

号被保険者数は減少傾向で，２０２３年度の被保険者数は，第１号被保険者が９,６３５人，

第２号被保険者は１２,９２４人の合計２２,５５９人になるとされています。 

●第１号被保険者数と第２号被保険者数の見込み 

 
資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

・地域包括ケア「見える化」システムによる補正値 

・数値は全て２０１５年までの国勢調査から推計したもの 

 

また，２０２５（令和７）年度の被保険者数は，第１号被保険者が９,６８７人，第２号被保

険者は１２,８９４人の合計２２,５８１人となり，２０４０（令和２２）年度には第１号被保険者

数が第２号被保険者数を上回ると推計されています。  
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（３）要支援・要介護者数の推計 

厚生労働省の「地域包括ケア見える化システム」※を用い，本村の将来推計人口及び要

支援・要介護者の認定率の傾向から，２０２１（令和３）年度以降の要支援・要介護者数を

推計しました。 

本村の認定率は上昇傾向にあることから，第８期計画期間である２０２１（令和３）年度

から２０２３（令和５）年度の各年においても認定者数が増加し，２０２３（令和５）年度にお

ける認定者数は２０２０（令和２）年度より１８７人増の１,６６１人と推計しました。 

また，２０２５年（令和７）年度の認定者数は１,７８３人，２０４０（令和２２年）年度の認定

者数は２,２７６人と推計しました。 

 

●要支援・要介護者数の推計 

    

 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

・地域包括ケア「見える化」システムによる補正値 

・数値は全て２０１５年までの国勢調査から推計したもの  
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※のある語句は巻末に用語解説あり 
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２ 日常生活圏域の設定 

日常生活圏域は，高齢者が住み慣れた地域において可能な限り生活を続けることがで

きるよう，高齢者と地域の実情に応じて介護サービス基盤を空間的に考える基本単位とし

て設定するものです。 

これまで本村では，地域包括支援センター※から各地域へ３０分以内で駆けつけられると

いう地理的条件等を考慮し，村全域を１つの日常生活圏域としてきましたが，地理的条件，

人口，交通事情その他の社会的条件，介護給付※等対象サービス提供施設の整備状況など

を総合的に勘案して本村の日常生活圏域の検討を行った結果，第８期計画期間中に，日常

生活圏域を村全域から北部（東海中学校区），南部（東海南中学校区）の２圏域に変更する

こととします。 

 

 

 

東海村の日常生活圏域  村全域⇒２圏域 

 

 

 

  

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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３ 計画の基本理念（村の将来像） 

本村で暮らす高齢者の将来像を共有するため，前計画から引き続き，本計画の基本理

念，基本目標を次のとおり設定します。 

 

 

 

 

 

高齢者が将来を見据えた時，健やかにいきいきと安心して住み続けられると思えるよ

うなまちを目指していきます。 

 

 

 

「こころ」と「からだ」の健康づくりの視点から，健やかに日常生活を送ることがで

きる高齢者を増やしていくことを目指します。健康寿命の延伸の啓発や自立に向け

た生活能力の育成にも力を入れていきます。 

    

    

    

地域の人と人がつながりを持ち，いきいきと地域の中で活躍できるような仕組み

づくりと，場や機会を増やしていくことを目指します。地域における見守りや自主的

な活動の仕組みの強化を図り，活動的な高齢者を増やしていきます。 

また，若年層の人材育成に努め，福祉の担い手確保を図っていきます。 

    

    

    

一人暮らし高齢者や高齢者世帯，要介護状態になったとしても，住み慣れた自宅

など希望する場所で生活を継続できるような仕組み・基盤をつくっていくことを目

指します。日常生活を継続するための支援やその担い手の育成に取り組むとともに，

認知症施策の強化や介護保険サービスの充実を図っていきます。 

また，自家用車がなくても移動できるまちづくりが大変重要であることから，移動

手段について関係課と連携し，力を入れて取り組んでいきます。 

さらに，近年多発している災害や，新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ，介

護事業所等と連携し，防災や感染症対策についての周知啓発等を実施するとともに，

関係部局と連携して，介護事業所等における災害や感染症の発生時に必要な物資に

ついての備蓄・調達等を把握し，関係機関が連携した災害・感染症発生時の支援を行

います。 

  
基本理念（将来像） 

健やかにいきいきと安心して暮らせるまち 

「健やかに」暮らせるまち 

「いきいきと」暮らせるまち 

「安心して」暮らせるまち 

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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４ 施策目標 

本計画の「将来像」を実現するために，３つの施策目標を掲げ，それぞれの目標を達成す

るための施策の展開を図ります。 

 

●施策目標１ 

「高齢者が健康で生きがいを持って暮らせるようにする」 

 

「介護予防※・健康づくりの推進」 

健康づくりと生活機能の低下予防に向け，高齢者の意識啓発と主体的な取り組

みを促進していくとともに，身近な地域において地域の団体による自主的な活動

が展開される体制づくりを推進します。 
 

「生きがいづくりの促進」 

高齢者一人ひとりが，生きがいを持って日々の生活が送れるよう，交流や地域

活動参加の促進，団体活動や就労の支援などを推進します。 

 

●施策目標２ 

「高齢者がたとえ支援や介護が必要になっても， 

住み慣れた自宅など希望する場所で安心して暮らせるようにする」 

 

「高齢者を支える地域づくり」 

相談から必要な支援につなげる地域包括ケアシステム※の基盤強化を図るととも

に，在宅医療・介護の連携を推進します。さらに，地域ぐるみで高齢者を見守り，支援

できるよう，地域で支え合う仕組みづくりを推進します。 
 

「高齢者の生活支援」 

高齢者が自立して暮らせるよう，生活支援サービスの提供を行うとともに，虐待防

止や権利擁護，災害時の支援体制など，安心・安全な暮らしの環境を確保します。 
 

「認知症※（若年性認知症を含む）施策の展開」 

認知症になっても地域でいつまでも生活できるよう，認知症の早期発見・対応体

制の強化をはじめ，認知症の人と家族を温かく見守る地域づくりなど，認知症の人

を支える施策を展開します。 
 

「家族介護者の支援」 

家族介護者が介護を一人で抱え込むことがないよう，相談や援助，リフレッシュの

機会の提供，また，適切な介護サービスの利用につながるように支援していきます。 

 

  

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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●施策目標３ 

「適正なサービスの質と量を確保した 

持続可能な介護保険事業を運営する」 

 

「介護サービス等の見込みと確保」 

計画期間中に必要となる介護サービス等の量を見込むとともに，それに応じた介

護サービス基盤の整備を検討し，その確保を図ります。 
 

「介護保険事業費と保険料の算定」 

介護サービス給付費等の推計と，第８期の介護保険料の算定を行います。 
 

「給付の適正化と円滑な事業運営」 

介護保険制度の持続可能性確保の観点から給付の適正化を図るとともに，サービ

スの質の向上の取り組みや利用者の支援を行います。 

介護保険制度の活用により，介護が必要になっても，本人と家族が安心して暮ら

せるようにサービスを安定供給できる基盤の整備に努め，適正な介護保険事業を運

営していきます。 
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５ 計画の体系 

村の将来像を実現するために掲げた，３つの施策目標を達成するために展開する施策を

示すと以下のようになります。 

将来像  
 施策 
目標 

基本 
施策 施策   

健
や
か
に 

い
き
い
き
と 

安
心
し
て 

暮
ら
せ
る
ま
ち 

 
１ 高齢者が健康で生きがいを持って暮らせるようにする 

   １-１ 介護予防※・健康づくりの推進 

     １-１-１ 健康維持のための介護予防活動の促進 

     １-１-２ 機能改善のための介護予防事業の展開 

     １-１-３ 心身のリフレッシュと健康づくりの支援 

   １-２ 生きがいづくりの促進 

     １-２-１ 生きがいづくりの支援 

         

 
２ 

高齢者がたとえ支援や介護が必要になっても， 

住み慣れた自宅など希望する場所で安心して暮らせるようにする 

   ２-１ 高齢者を支える地域づくり 

     ２-１-１ 地域包括ケアを推進する基盤の整備 

     ２-１-２ 総合相談支援拠点の整備 

     ２-１-３ 高齢者をみんなで支え合える仕組みづくり 

   ２-２ 高齢者の生活支援 

     ２-２-１ 生活支援事業の実施 

     ２-２-２ 安心できる生活環境の整備 

   ２-３ 認知症※施策の展開 

     ２-３-１ 認知症の早期発見・支援の推進 

     ２-３-２ 認知症高齢者を温かく見守る地域づくり 

   ２-４ 家族介護者の支援 

     ２-４-１ 家族介護者に対する支援 

         

 
３ 

適正なサービスの質と量を確保した持続可能な介護保険事業を運営

する 

   ３-１ 介護サービス等の見込みと確保 

   ３-２ 介護保険事業費と保険料の算定 

   ３-３ 給付の適正化と円滑な事業運営 

※のある語句は巻末に用語解説あり 
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６ 重点項目 

第８期計画においては，施策目標の達成に向け，この３年間で特に重点的に取り組む事

業・施策を「重点項目」と位置づけます。 

重点項目には第８期計画値を設定しております。コロナ禍の収束が見通せない現在にお

いては，感染防止対策を徹底し，事業の実施方法の工夫や改善等を検討しながら計画値達

成に向けて，積極的に取り組みます。 

 

※重点項目は事業・施策名の欄に「重点」マークを掲げています。 

●施策目標１ 「高齢者が健康で生きがいを持って暮らせるようにする」 

この目標の達成に向け，第８期においては，高齢者が要介護状態等となることを予防

し，また重度化を防止するとともに，仲間との交流を通した生きがいづくりや孤立化の予

防に取り組んでいく考えです。このため，特に「介護予防※活動の促進」に重点的に取り組

むこととし，以下の３つを重点項目とします。 
 

重点項目１ 「介護予防体操の推進」 
重点項目２ 「認知症予防教室の開催」 
重点項目３ 「地域介護予防活動支援事業」 

 

●施策目標２ 「高齢者がたとえ支援や介護が必要になっても， 

住み慣れた自宅など希望する場所で安心して暮らせるようにする」 
 

この目標の達成に向け，第８期においては，高齢者本人や高齢者を介護する家族の多

様な相談を受け止め，関係機関や地域の方々の支援につなげて，関係者同士が連携する

体制づくりを進めていきます。特に「複雑多様化する相談に対応するための機能強化」，

「医療と介護の関係者による緊密な連携を図れるような体制整備」，「地域住民が一体と

なって支え合う体制づくり」を重点的に取り組むこととし，以下の４つを重点項目としま

す。 
 

重点項目４ 「医療と介護の連携の推進」 
重点項目５ 「総合相談支援拠点の機能強化(地域包括支援センター)」 
重点項目６ 「多様な相談機関との連携」 
重点項目７ 「地域支え合い体制整備事業」 

 

また，認知症※になっても住み慣れた地域で生活できる体制づくりを推進します。特に

「認知症の疑いのある方を速やかに医療や介護の支援につなげること」，「認知症に対す

る地域の理解を深め，地域で支えていくこと」に重点的に取り組むこととし，以下の２つ

を重点項目とします。 
 

重点項目８ 「認知症初期集中支援チームの強化」 
重点項目９ 「認知症サポーター養成事業」 

※のある語句は巻末に用語解説あり 


